
〇小山市民間事業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助金交付要綱 

(趣旨) 

第 1 条 市は、地域脱炭素への移行及び再生可能エネルギーの導入推進を図るため、

予算の範囲内において、小山市民間事業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助金

(以下「補助金」という。)を交付するものとし、その交付については、二酸化炭素

排出抑制対策事業費交付金(地域脱炭素移行・再エネ推進交付金)交付要綱(令和 6

年１１月１３日環地域事発第２４１１１３３号。以下「国交付要綱」という。)、

二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金(地域脱炭素移行・再エネ推進交付金)実施要

領(令和 6 年１１月１３日環地域事発第２４１１１３３号。以下「国実施要領」と

いう。)に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

(定義) 

第２条 この要綱における用語の意義は、国交付要綱において使用する用語の例によ

る。 

(補助金の種類等) 

第３条 補助金の種類、補助の目的、補助対象者、補助対象事業及び補助金額は、別

表に定めるとおりとする。ただし、補助金の交付を受けようとするもの(以下「交

付申請者」という。)が次の各号のいずれかに該当する場合は、交付の対象としな

い。 

(1) 本市の市税に滞納がある者 

(2) この要綱に規定する補助金以外に他の制度による同種の補助金の交付を受け

ている、又は受ける予定がある者 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、交付対象者としない。 

(1)  小山市暴力団排除条例(平成 23 年条例第 18 号)第 2 条第 1 号に規定する暴

力団又は役員等(法人である場合は理事、取締役、監事、監査役その他経営に実

質的に関与している者、団体である場合は代表者その他経営に実質的に関与し

ている者をいう。)が同条第 3 号に規定する暴力団員等若しくは同条例第 6 条

第 1 項に規定する密接関係者である者 

(2)  小山市暴力団排除条例第2条第3号に規定する暴力団員等又は同条例第6条

第 1 項に規定する密接関係者 

(3) 前 2 号に掲げる者のほか、市長が適当でないと認める者 



(補助金の交付申請) 

第４条 交付申請者は、小山市民間事業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助金交

付申請書(様式第 1 号)に、別表に定める書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 

(補助金の交付決定等) 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金

の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の可否を決定したときは、小山市民間事

業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助金交付決定通知書(様式第 4 号)又は小

山市民間事業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助金不交付決定通知書(様式第

5 号)により、その旨を当該交付申請者に通知するものとする。 

(交付の条件) 

第６条 事業を実施する場合において、この補助金の交付の決定には、次の条件を付

すものとする。 

(1) 小山市内事業者により、施行から維持管理まで行うこと 

(2) 本市が目指すゼロカーボン・ネイチャーポジティブの実現に向けた以下のい

ずれかの取組に賛同すること。 

  (ア) 設備導入により、削減された電気料の一部を導入設備の法定耐用年数の

期間において、本市へ寄附すること。 

なお、寄附金については、「小山市ゼロカーボン・ネイチャーポジティブ基金」

にて受け入れ、自然環境保全活動等へ還元するものとする。 

  (イ) 本市が指定するネイチャーポジティブ活動へ参加すること。  

(変更等の承認申請) 

第７条 前条に規定する補助金の交付の決定を受けた交付申請者(以下「補助事業者」

という。)は、補助対象事業の変更等をしようとする場合は、小山市民間事業者向

け太陽光発電設備導入支援事業補助金(変更・中止・取下)承認申請書(様式第 6 号)

に、当該変更等の内容を証する書類を添えて市長に提出し承認を受けなければなら

ない。 



２ 市長は、前項の規定に基づく承認をしたときは、小山市民間事業者向け太陽光発

電設備導入支援事業補助金(変更・中止・取下)決定通知書(様式第 7 号)を交付する

ものとする。 

(補助事業の完了予定期日の変更) 

第８条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないため、当該事業の完了

予定期日を変更しようとするときは、市長に小山市民間事業者向け太陽光発電設備

導入支援事業完了予定期日変更報告書(様式第 8 号)を提出し、その旨を報告するも

のとする。 

２ 完了予定期日の変更が補助事業の内容に著しい変更を伴う場合は、第７条に規定

する補助金の変更承認申請によるものとする。 

(実績報告) 

第９条 補助事業者は補助事業が完了したときは、小山市民間事業者向け太陽光発電

設備導入支援事業補助金実績報告書(様式第 9 号)に、別表に定める書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

 (交付額の確定) 

第１０条 市長は、前条の実績報告書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、

適当と認める場合は、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に交付額確定通

知書（様式第 10 号）により通知するものとする。 

(補助金の請求及び交付) 

第１１条 前条に規定する補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、小山市民間

事業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助金支払請求書(様式第 11 号)を提出す

るものとし、市長はこれに基づき補助金を交付するものとする。 

 (自家消費量等の報告) 

第１２条 補助事業者は、補助事業の完了日の翌月１日から１年間の発電した電力

量及び自家消費量等の実績について、報告対象期間の最終月の翌月末までに、自

家消費量に関する報告書(様式第 12 号)により、市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、発電した電力量、自家消費量等について、必

要があると認めるときは、随時に報告をさせ、又は検査を行うことができる。 

(監督等) 



第１３条 市長は、補助事業者に対し、施行する補助対象事業に関し、補助金の目的

達成のために必要な限度において、報告若しくは資料の提出を求め、又はその施行

する補助対象事業の促進を図るため、必要な指導若しくは助言をすることができる。 

(書類の整備保管) 

第１４条 補助事業者は、補助金について経理を明らかにする帳簿を作成し、事業終

了年度の翌年度から起算して 5 年間保存しなければならない。ただし、取得財産等

について法定耐用年数を経過しない場合においては、財産管理台帳その他関係書類

を保存しなければならない。 

２ 前項の規定に基づき保管するべき帳簿等のうち、電磁的記録により保管が可能な

ものは、電磁的記録によることができる。 

 (管理及び処分の制限) 

第１５条 補助事業者は、補助対象設備を法定耐用年数の期間内において、善良な

管理者の注意をもって管理しなければならない。 

２ 補助事業者は、法定耐用年数の期間内において、補助対象設備を補助金の交付

の目的以外の目的に使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはな

らない。ただし、あらかじめ市長の承認を受けたときは、この限りでない。 

３ 補助事業者は前項の承認を受けようとするときは、小山市民間事業者向け太陽

光発電設備導入支援事業補助金財産処分等承認申請書(様式第 13 号)を市長に提出

しなければならない。 

４ 市長は、前項の申請書の提出があった場合は、これを審査し、適当と認めると

きは、小山市民間事業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助金財産処分等承認

通知書(様式第 14 号)により、補助事業者に通知するものとする。 

(交付決定の取消し) 

第１６条 市長は、補助事業者が次のいずれかに該当したと認められるときは、補助

金の交付の決定の全部又は一部を取消すことができる。 

(1) 偽りその他の不正の手段により、またはこの要綱の規定に反して補助金の交

付を受けたとき 

(2) 補助金の交付の決定内容、これに附した条件、この要綱若しくは法令に違反

し、又はこれらに基づく市長の請求に応じなかったとき 



２ 市長は、前項の規定により交付の決定を取消したときは、補助事業者に小山市民

間事業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助金取消通知書(様式第 15 号)を交付

するものとする。 

(補助金の返還) 

第１７条 市長は、前条第１項による、取消しを受けたものに対し、既に補助金を交

付しているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

２ 補助事業者は、前項の規定による処分に関し、市長の命令があったときは、市

長の定める期日までに、交付を受けた補助金の全部又は一部を返還しなければな

らない。 

(補則) 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長

が定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、令和７年（2025 年）11 月１日から施行する。 

(失効) 

２ この要綱は、令和 13 年３月 31 日限り、その効力を失う。ただし、第６条、第 12

条、第 13 条、第 14 条及び第 15 条の規定については、この要綱の失効後もなおその

効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表(第３条、第４条、第９条関係) 

１ 自家消費型太陽光発電設備(事業所設置型) 

補助の目的 太陽光発電設備に係る整備費用の一部を補助することに

より、太陽光発電設備の更なる普及と再生可能エネルギー

の利用促進を図る。 

補助対象者 市内に本店または事業所等を有する事業者であって、「小

山市ゼロカーボン・ネイチャーポジティブ推進プラットフ

ォーム」に参画する事業者 

補助対象事業 自家消費型太陽光発電設備を設置する事業で、次に掲げる

要件を全て満たすものとする。 

1 国実施要領別紙2の2(2)ア(ア)に定める交付要件を満

たすこと。 

2 太陽光発電設備の発電電力量等の計測器が設置される

こと。 

3 小山市内に設置されるものであること。 

4 他の法令又は予算制度に基づき国の負担又は補助を得

て実施する事業でないこと。 

5 自己所有であること。 

補助金額 国実施要領別紙 2、2．ア(ア)太陽光発電設備(自家消費型)

の表中交付率等の項を準用する。 

交付申請書 様式 小山市民間事業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助

金交付申請書(事業所等設置型)(様式第 1 号) 

提出期限 交付申請をする日の属する年度の 12 月末まで 

添付書類 1 電力の消費量計画書(様式第 2 号) 

2 誓約書(様式第 3 号) 

3 委任状(委任する場合のみ) 

4 見積書及び見積内訳書の写し ※1※2 

5 登記事項証明書(履歴事項全部証明書) ※1 



6 完納証明書 ※1 

7 設備の仕様内容がわかるもの(カタログ等) 

8 発電量を計測する装置の仕様がわかるもの 

(カタログ等) 

9 その他市長が必要と認める書類 

実績報告書 様式 小山市民間事業者向け太陽光発電設備導入支援事業補助

金実績報告 (事業所等設置型)(様式第 9 号) 

提出期限 交付申請をした日の属する年度の 2 月末まで 

添付書類 1 施工前後の写真 ※3 

2 契約書一式の写し 

3 請求書及び領収書の写し ※4 

4 設備の確定仕様がわかるもの(納品書等) 

5 設備の稼働が確認できるもの(計測モニターの写真等) 

6 (売電する場合)系統連携開始日が確認できる書類及び

売電先との電力需給契約書 ※5 

7 その他市長が必要と認める書類 

補助金の交付の時期 実績報告書の収受後、1 か月以内 

 ※1 発行日より 3 ヶ月以内に発行されたもの 

※2 見積書及び見積内訳書の写しについて 

   ・交付申請書提出時点において、有効期限内であるもの 

   ・設備・工事の内容がわかるもの（「○○工事一式」等の記載は不可） 

 ※3 設置後の写真について 

   ・設置した設備の全景写真 

(太陽光パネルの設置状況、パワーコンディショナーの設置台数がわかる写真) 

   ・設置したパワーコンディショナーの型式が確認できる写真 

 ※4 領収書がない場合は、補助事業に要した費用と同額を振り込んだことがわか

る書類等(振込受付書等及び振り込んだ事実が確認できる通帳の写し等) 



 ※5 電力需給契約申込書(FIT 認定を受けていない再生可能エネルギー発電設備

用)と系統連系日がわかる書類(東京電力パワーグリッド Web 申込システム上の

「工程照会」等) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


